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子ども・子育て支援新制度に向けて新たに定める基準等の主な論点について 

 

 

１ 基本的な考え方 

盛岡市が条例で定める基準については，国が示す基準を基本とし，保育の質を確保す

るために必要と判断される基準等については，国の基準に上乗せを行うことを考えてい

ます。 

条例で定める基準は，国が定める「従うべき基準」及び「参酌すべき基準」に沿って

定めるべきことが法律で義務付けられています。国の基準は，政省令で定められること

とされておりますが，平成 26 年２月 17 日現在，政省令が公布されておらず，案文も提

示されておりません。本来は，国の基準確定後に盛岡市の基準をどうすべきかを検討す

べきものですが，現時点では，直近の国の子ども・子育て会議の資料における各種の基

準案をもとに検討を行うこととなります。 

 

 

 【 参考 】「従うべき基準」と「参酌すべき基準」 

基準区分 従うべき基準 参酌すべき基準 

説明 条例で必ず適合しなければならない基準。 

ただし，地域の実情に応じて，基準を上回

る定めは許容される。 

地域の実情に応じて，異なる内容を定める

ことが許容される。 

 

 ■ 事業ごとの「従うべき基準」と「参酌すべき基準」の例 

基準区分 従うべき基準 参酌すべき基準 

幼保連携型 

認定こども園 

①学級の編制，配置するべき園長・保育教

諭・その他の職員，その員数 

②保育室の床面積その他の設備に関する事

項であって，子どもの健全な発達に密接

に関連するもの 

③運営に関する事項であって，子どもの適

切な処遇の確保，秘密の保持，子どもの

健全な発達に密接に関連するもの 

左記「従うべき基準」以外の事項 

 

地域型保育 ・職員の資格・員数 

・乳幼児の適切な処遇の確保，安全の確保，

秘密の保持並びに児童の健全な発達に密

接に関連するもの 

左記以外のもの 

※保育所と異なり，保育室及びその面積

（面積基準）は参酌すべき基準とされる 

放課後児童 ・従事する者（要件） 

・員数 

 

・児童の集団の規模 

・施設・設備 

・開所日数 

・開所時間      その他 

 

当日配布資料 
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(1) 幼保連携型認定こども園の認可基準 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園 保育所（現行市条例） 国基準案 

学級数に応じた 

園舎全体の面積基準 

１学級：180㎡ 

２学級：320㎡ 

３学級以上： 

１学級につき 100㎡増 

居室の面積基準 

乳児室又はほふく室

3.3㎡以上/人 

保育室又は遊戯室 

1.98㎡/人 

・園舎の面積（満３歳未満の子どもに係る保

育の用に供する部分を除く。）は幼稚園基

準を満たすこと。(※既存の保育所からの

移行特例あり。) 

・各居室の面積は保育所基準【乳児室：1.65

㎡/人,ほふく室：3.3㎡以上/人,保育室又

は遊戯室：1.98㎡/人】を満たすこと。(※

既存の幼稚園からの移行特例あり。) 
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(2) 地域型保育事業の認可基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 保育の基準比較（認可保育所と小規模保育事業 A型の主な相違点） 

 保育所（現行市条例） 小規模保育事業 A型 

職員数 ０歳児 3：1／1･2歳児 6：1 保育所認可基準＋１名 

資格 保育士 保育士 

保育室等 

（０歳･１歳児） 

乳児室又はほふく室 

3.3㎡以上/人 

１人当たり 3.30㎡ 

【参酌基準】 

給食 調理室 調理設備 
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(3) 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の設備運営基準 

 

放課後児童クラブガイドライン 専門委員会報告書 

職員体制 

放課後児童指導員を配置すること。放課後児童指

導員は，児童福祉施設最低基準（昭和 23年 12 月 29

日厚生省令第 63号）第 38条に規定する児童の遊び

を指導する者の資格を有する者が望ましい。 

１．従事する者【従うべき基準】 

○ 資格の水準は，児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準第 38条第２項に該当する「児童の遊びを

指導する者」であって，研修を受講した者とするこ

とが適当。 

２．員数【従うべき基準】 

○ 職員は２人以上配置することとし，うち１人以上

は有資格者とすることが適当。 

規模 

集団の規模については，おおむね 40 人程度まで

とすることが望ましい。また，1 放課後児童クラブ

の規模については，最大 70 人までとすること。 

３．児童の集団の規模【参酌すべき基準】 

○ 児童の集団の規模はおおむね 40 人までとするこ

とが適当。 

 

施設・設備 

(1) 児童のための専用の部屋または間仕切り等で

区切られた専用スペースを設け，生活の場として

の機能が十分確保されるよう留意すること。 

(2) 子どもが生活するスペースについては児童 1人

あたりおおむね 1.65 ㎡以上の面積を確保するこ

とが望ましい。なお，子どもが体調の悪い時など

に休息できる静養スペースを確保すること。 

(3) 施設・設備については，衛生及び安全が確保さ

れているとともに，事業に必要な設備・備品を備

えること。 

４．施設・設備【参酌すべき基準】 

○ 専用室は児童の生活の場としての機能が十分に確

保され，事業の実施時間帯を通じて専用で利用できる

部屋と捉え，面積は「児童１人当たりおおむね 1.65

㎡以上」とすることが適当。 

開所日・開所時間 

開所日，開所時間については，子どもの放課後の

時間帯，地域の実情や保護者の就労状況を考慮して

設定すること。また，土曜日，長期休業期間，学校

休業日等については，保護者の就労実態等をふまえ

て８時間以上開所すること。なお，新 1年生につい

ては，保育所との連続を考慮し，4 月 1 日より受け

入れること。 

５．開所日数・開所時間【参酌すべき基準】 

○ 開所日数については，年間 250日以上を原則とし，

開所時間については，平日につき１日３時間以上，休

日につき１日８時間以上を原則とし，それぞれ地域の

実情や保護者の就労状況等を考慮して事業を行う者

が定めるものとすることが適当。 

放課後児童指導員の役割／保護者への支援･連携

／学校との連携／関係機関･地域との連携／安全対

策／特に配慮を必要とする児童への対応／事業内

容等の向上について／利用者への情報提供等／要

望･苦情への対応 

６．その他の基準【参酌すべき基準】 

○ 「非常災害対策」，「虐待等の禁止」，「保護者・小

学校等との連携等」，「事故発生時の対応」等について

省令上に定めることが適当。 
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(4) 給付対象として確認を受ける施設・地域型保育事業の運営基準 

 

・確認制度における運営基準について 

○ 教育・保育施設，地域型保育事業は， 

①学校教育法，児童福祉法等に基づく認可基準等を満たすこと 

②子ども・子育て支援法に基づく運営に関する基準（運営基準）を満たすこと 

が求められる。 

○ このうち，運営基準については，国が定める基準（内閣府令）を踏まえ，市町村が条

例として策定する必要がある。 

 

・運営基準の主な検討項目 

分類 主な検討事項（案） 

利用開始に伴う基準 ・内容・手続きの説明，同意，契約 

・応諾義務（正当な理由のない提供拒否の禁止） 

・定員を上回る利用の申込みがあった場合の選考 

・支給認定証の確認，支給認定申請の援助 

教育・保育の提供に伴う基準 ・幼稚園教育要領，保育所保育指針等に則った教育・保育の提供 

・子どもの心身の状況の把握 

・子どもの適切な処遇（虐待の禁止等を含む） 

・連携施設との連携（地域型保育事業のみ） 

・利用者負担の徴収（実費徴収，上乗せ徴収を含む） 

・利用者に関する市町村への通知（不正受給の防止） 

・特別利用保育・特別利用教育の提供（定員外利用の取扱い） 

管理・運営等に関する基準 ・施設の目的・運営方針，職員の職種，員数等の重要事項を定めた

運営規程の策定，掲示 

・秘密保持，個人情報保護 

・非常災害対策，衛生管理 

・事故防止及び事故発生時の対応 

・評価（自己評価，学校関係者評価，第三者評価） 

・苦情処理 

・会計処理（会計処理基準，区分経理，使途制限等） 

・記録の整備 

撤退時の基準 ・確認の辞退・定員減少における対応（利用者の継続利用のための

便宜提供等） 
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(5) 保育の必要性の認定基準 

 

① 保育の必要性の認定に係る「事由」について 

 

 

【 参考 】現在の盛岡市の条例 

 

盛岡市保育所における保育に関する条例 

（保育所における保育の基準） 

第２条 保育所における保育は，児童の保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当

することにより当該児童を保育することができないと認められる場合であって，かつ，

同居の親族その他の者が当該児童を保育することができないと認められる場合に行う

ものとする。 

(1) 昼間に居宅外で労働することを常態としていること。 

(2) 昼間に居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働をすることを常態として 

  いること。 

(3) 妊娠中であるか又は出産後間がないこと。 

(4) 疾病にかかり，若しくは負傷し，又は精神若しくは身体に障害を有していること。 

(5) 長期にわたり疾病の状態にある同居の親族又は精神若しくは身体に障害を有する 

同居の親族を常時介護していること。 

(6) 震災，風水害，火災その他の災害の復旧に当たっていること。 

  (7) 前各号に類する状態にあると市長が認める状態にあること。 
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② 区分，保育必要量について 

 

 
 

 

③ 保育所を利用できる保護者の就労時間の下限について 

現行の取扱基準 新制度 

月 60時間 

（１日４時間以上×月 15日以上） 

月 48～64時間の範囲で 

市町村が定める 

 


